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令和６年度介護保険法施行規則の改正（案）について 

 

１ 令和６年度介護保険法施行規則の改正（案）について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年度まで】 

・圏域毎に３職種（社会福祉士、保健師又は看護師、主任介護支援専門員）が最低１名以上必要。 

【令和６年度以降】 

・複数圏域を合算し、３職種を地域の実情に応じて配置することを可能とする。 

・主任介護支援専門員に準ずる者の範囲を拡大する。 

    

２ 多摩市の現在の課題 

①委託型地域包括支援センター及び基幹型地域包括支援センターにおいて「主任介護支援専門員」 の 

確保が困難な状況が続いている。 

②８０５０問題によるケースの多様化や虐待対応が増え、業務負担が増加している。 

 

３ 来年度の方向性 

 ①令和 6年度中に介護保険法施行規則改正案に則って、条例及び要綱の改正を行う。  

    ・多摩市地域包括支援センターの人員及び運営の基準に関する条例 
    ・多摩市基幹型地域包括支援センター事業実施要綱 

 ②基幹型地域包括支援センターにおける主任介護支援専門員の役割を、法改正に沿った形で再検討する。 

       

資料１０ 

厚生労働省老健局 介護保険法施行規則の改正等（報告） 
令和 5 年 12 月 22 日 社会保障審議会介護保険部会(第 110 回)資料 一部抜粋  
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基幹型地域包括支援センターについて 

 

１ 設置の経緯 
 平成２８年４月に、委託型地域包括支援センター（以下委託型包括）の担当地区をコミュニティエリア
に合わせ５ケ所に再編し、委託型包括の後方支援機関として、高齢支援課に基幹型地域包括支援セン
ター（以下基幹型包括）を設置した。 

 

２ 根拠法令・業務内容・職員体制 （令和５年度現在） 

 基幹型包括 委託型包括 

根
拠
法
令 

・介護保険法第１１５条の４６ 
・多摩市基幹型地域包括支援センター事業実
施要項 
・第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画 

・介護保険法第１１５条の４６ 
・多摩市地域包括支援センター事業実施要項 
・第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

業
務
内
容 

 
１． 介護保険法第１１５条の４５第２ 

項第１号～第３号（地域支援事業）に規定さ
れる事業 
 

２． 委託型包括の統括、総合調整 
 

３． 委託型包括の後方支援及び直接介入に
関すること 
 

４． 地域包括支援ネットワークの構築 
支援に関すること 
 

５． 地域ケア会議の開催に関すること 
 

６． 委託型包括の人材育成支援に関すること 
 

 
１． 総合相談 

高齢者の生活全般の総合相談を行い、相談
内容に応じて必要なサービスへ繋げる。 
 

２． 介護予防ケアマネジメント 
総合事業対象者や要支援１・２の方、今後支
援が必要となる方に対し、ケアプランの作
成、介護予防事業の実施等行い、介護予防
するための支援を行う。 
 

３． 権利擁護 
高齢者の権利擁護を目的として、消費者被
害の相談・対応や、虐待の早期発見・対応、
成年後見制度の紹介など行う。 
 

４． 包括的・継続的ケアマネジメント 
介護支援専門員が抱える困難事例の支援
や、地域ケア会議等を通じて、様々な関係機
関との連携を図り、包括的に支援できる体
制を整備する。 

職
員
体
制 

・社会福祉士 １名 
・保健師    ３名 
（主任介護支援専門員 欠員） 

・保健師又は看護師 
・社会福祉士 
・主任介護支援専門員 
※第１号被保険者数で職員数を規定 

 

３ 近隣市の状況 

２６市中、基幹型包括を設置している自治体（7自治体） 

・多摩市  ・立川市   ・八王子市  ・小平市 ・武蔵野市 ・東村山市 ・清瀬市 

（参考） 


